
天気 気候 水 

2015年：エルニーニョ現象の影響を強く受けた 
温室効果ガスの変動 
 

 

2015年は顕著なエルニーニョ現象が発生した（訳注 1）。エルニーニ

ョ現象は、太平洋赤道域で海水温が通常より高くなる気候システ

ムの自然変動であり、ある地域で強い嵐が発生する一方、別の地

域で干ばつや洪水が発生するといった異常気象と関連している。

典型的なエルニーニョ現象は 9 か月から 2 年ほど継続し、概ね 2

～7 年ごとに発生するが、このような顕著なエルニーニョ現象は過

去 18 年間発生していなかった。 

 

左図はエルニーニョ現象の強さを表すエルニーニョ・南方振動

（ENSO）指数の、1950 年以降の顕著なエルニーニョ現象時の月別

値を示す[1]。2015年から 2016年にかけてのエルニーニョ現象は、

1950 年以降の 8 回の顕著なエルニーニョ現象のうちの一つであ

り、16 か月連続で全球月平均気温を更新したことと関連している

[2]。1991 年のピナトゥボ火山の噴火後の数年間の例外を除いて、

エルニーニョ現象後には、大気中二酸化炭素（CO2）濃度の増加量

が伸びている（右図）。この図は米国海洋大気庁（NOAA）の全球

の現場観測ネットワークによる 1960 年以降の CO2全球濃度増加

量[3]を表す。背景の青色は、1960 年以降の 7 回の顕著なエルニ

ーニョ現象の発生期間を表す。 

 

2014 年から 2015 年にかけて全球での人為的排出量がほぼ変

（気象庁訳） 
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わらなかったのにも関わらず、WMO 全球大気監視（GAW）計画の

観測結果から計算した CO2増加量は、最近 10年の平均年増加量

より大きかった。直近のデータによれば、増加量の伸びは 2016 年

もなお続いており、これはCO2増加量とENSO指数の間にあると考

えられている時間差と一致している。このことから、2016 年はマウ

ナロア観測所の CO2濃度が年間を通して 400 ppm（1）を超える状態

が続く最初の年となり、今後何世代もそれが続くと予測される[4]。 

 

化石燃料エネルギーからのCO2排出が増加しているにもかかわ

らず、海洋と陸上生物圏は人為的排出量のおよそ半分を吸収し続

けている[5]。しかし、これらのCO2吸収源は飽和状態となる可能性

があり、そうなると排出された CO2 が大気中に残留する割合は増

加し、大気中 CO2濃度の増加は加速するだろう。エルニーニョ現象

の間、通常は陸域による CO2吸収は減少する。前回の 1997 年か

ら 1998 年にかけての顕著なエルニーニョ現象の時のように、熱帯

域での干ばつの増加が植生による CO2 吸収の低下と森林火災に

よる CO2放出をもたらし、正味で CO2の放出が増加する可能性が

高い。全球火災放出量データベース（Global Fire Emissions 

Database）[6]によれば、2015 年のアジア赤道域の CO2 放出量は

0.34 PgC（2）だった（1997 年から 2015 年の平均は 0.15 PgC）。エル

ニーニョ現象の他に、北極圏の大規模な海氷の消失、温暖化によ

る内陸の干ばつの増加[7]、永久凍土の融解、熱塩循環の変化（エ

ルニーニョ現象の影響はわずかでしかない）に関連した変化がフィ

ードバックをもたらす可能性も見込まれる。 

2015 年 12 月までの世界の観測結果に基づく 

大気中の温室効果ガスの状況 
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 図1 長寿命の温室効果ガスによる放射強制力（1750年を基準）

の経年変化と2015年のNOAA年次温室効果ガス指標

（AGGI）[8, 9]。 

図 2 WMO/GAW 世界監視ネットワークを構成する最

近 10 年間の二酸化炭素観測地点。メタンの観

測ネットワークもこれと同様である。 

表1 WMO/GAW世界温室効果ガス監視網による主な温室効果

ガスの地上の世界平均濃度（2015年）と増加量。単位は乾

燥空気のモル分率で誤差幅は68%の信頼限界による[10]。

平均手法は、文献[11]に記載している。 

 
CO2 CH4 N2O 

世界平均濃度（2015年） 
400.0±0.1 

ppm 
1845±2 

ppb 
328.0±0.1 

ppb 

1750 年と比較した存在比 a
 144% 256% 121% 

2014 年から 2015年の増加量 2.3 ppm 11 ppb 1.0 ppb 

2014 年からの増加分の比率 0.58% 0.60% 0.31% 

世界平均濃度の最近 10年間の

平均年増加量 

2.08 

ppm/年 

6.0 

ppb/年 

0.89 

ppb/年 

 

要 旨 

序 論 

工業化（1750年）以前と比べ、人間活動による排出により、

長寿命の温室効果ガスの大気中濃度はかなり増加している。

人口の増加、農業活動の強化、土地利用及び森林伐採の増

加、工業化及び関連した化石起源エネルギーの使用は全て近

年の長寿命温室効果ガス濃度の大きな増加をもたらしてい

る。 

これらの増加は、今我々が経験している地球温暖化をもた

らしている可能性が極めて高い[5]。また、地球システムは、温

室効果ガスの自然の吸収放出の変化を含むフィードバックを

伴って、気候変動に応答している可能性も高い。このフィード

温室効果ガス比較観測所 船舶 地上観測 航空機 

a 工業化以前の濃度を、二酸化炭素（CO2）は 278ppm、メタン（CH4）は

722ppb、一酸化二窒素（N2O）は 270ppb と仮定した。本解析に使用した

観測点数は、次のとおり。CO2（125 地点）、CH4（123 地点）、N2O（33 地

点）。 

他15種 CFC-11 CFC-12 N2O CH4 CO2 
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WMO 全球大気監視（GAW）計画から得られた観測成果の 

最新の解析によると、 2015 年の二酸化炭素（ CO2 ） 、        

メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）の現場観測ネットワークに

よる地上での世界平均濃度（3）は、それぞれ、400.0±0.1 ppm、

1845±2 ppb（4）、328.0±0.1 ppb となり、解析開始以来の最高

値を更新した。これらの値は、工業化（1750 年）以前の、それ

ぞれ 144%、256%、121%である。2016 年はマウナロア観測所の

二酸化炭素濃度が年間を通して 400 ppm を超える状態が続く

最初の年となり、今後何世代もそれが続くと予測される[4]。二

酸化炭素の 2014 年から 2015 年までの濃度増加量は、2013

年から 2014年までの増加量や過去 10年間の平均年増加量を

上回った。2015 年のエルニーニョ現象は、気候変動と炭素循

環の間の複合的な相互作用を通じて、この増加量の伸びに寄

与した。メタンの 2014 年から 2015 年までの濃度増加量は、

2013 年から 2014 年までの増加量や過去 10 年の平均年増加

量よりも大きかった。一酸化二窒素の 2014年から 2015年まで

の濃度増加量は、2013年から2014年までの増加量と同じであ

ったが、過去 10 年の平均年増加量より大きかった。米国海洋

大気庁（NOAA）年次温室効果ガス指標（Annual Greenhouse 

Gas Index）[8, 9]によると、1990 年から 2015 年までに、長寿命

の温室効果ガス（LLGHG）による放射強制力は 37%増加してお

り、二酸化炭素がそのうちの約 80%を占める。 
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バックは、大気中の温室効果ガス濃度増加の加速または減速

をもたらし得るものであり、それゆえ気候変動の加速または減

速ももたらし得る。このフィードバックの方向や大きさは非常に

不確実なものであり、ごく最近の研究の中には、将来の気候変

動が干ばつに与える強い影響によって陸上での二酸化炭素吸

収が弱まり、更なる大気中二酸化炭素の増加が進むことを示

唆するものがある。また、通常の排出が、従来の予測より強い

温暖化をもたらすとする研究もある。さらに、世界の気温上昇

を2℃より低く抑えるという国連気候変動枠組条約（UNFCCC）

第21回締約国会議（COP21）の合意が達成されたとしても、南

極の氷の融解による海面上昇が、最新の気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）報告で考えられている最大値の2倍にな

るとする研究もある [12, 13, 14]。 

GAW計画の現場観測のように、長期間かつ高精度の密な

大気観測を行い、これが衛星観測や数値モデルにより補われ

たときのみ、全球の大気組成の変化を理解することが可能と

なる。これらの観測は、COP 21の合意によって生じる排出削減

が大気中の長寿命温室効果ガス濃度に対して期待される効果

を及ぼすかどうかや、長期的な濃度低減に成功するかどうか

の情報を提供するだろう。この情報は、地球システムのフィード

バックメカニズムの効果により、更なる緩和策が必要となるか

どうかの政策決定の指針となるだろう。 

 

2015年の GAW現場観測ネットワークによる
観測結果の概要 

このWMO/GAWの温室効果ガス年報第12号は、長寿命の

温室効果ガスの中で最も影響の大きい、二酸化炭素、メタン

及び一酸化二窒素の大気中の濃度と変化を報告するととも

に、その他の温室効果ガスの概要も示す。上記の3種類のガ

スとフロン12（CFC-12）及びフロン11（CFC-11）を合わせると、

長寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体の約96%（5）[15]

を占める（図1）。 

WMO/GAW計画（http://www.wmo.int/gaw）は、長寿命温

室効果ガス及びその他の微量成分の組織的観測及び解析を

とりまとめている。最近10年間の温室効果ガス観測地点を図

2に示す。参加国が報告した観測データは、気象庁にある温

室効果ガス世界資料センター（WDCGG）が保管・配布してい

る。 

この年報でWMO WDCGGが報告する世界平均濃度及び増

加量とNOAAが発表した結果[3]は、同じ年であっても値が若

干異なる。これは解析に使用される観測地点の違い、平均値

算出手法及び値が代表する期間の違いによる。  WMO 

WDCGGはWMO/TD-No.1473[11]に記載されている手法で解

析を行っている。 

主な3種の長寿命温室効果ガスの2015年の大気中濃度の

世界平均と、2014年から、及び1750年からの濃度変化を表1

に示す。移動体観測によるデータは、図2で東太平洋に青い

三角で示す米国海洋大気庁（NOAA）の定点観測によるもの

を除き、この解析には使っていない。 

表1の3種の長寿命温室効果ガスは人間活動と密接に結び

ついており、生物圏や海洋とも強い相互作用がある。大気中

の長寿命温室効果ガスの将来変化を予測するには、その

様々な発生源や吸収源、大気中の化学反応についての定量

的な理解が必要である。GAWの観測成果は、これらのガス及

び他の長寿命温室効果ガスの収支を解明するための貴重な

手掛かりを与えるとともに、温室効果ガスの排出インベントリ

改善の支援と衛星から求めた長寿命温室効果ガスの気柱平

均データの検証に利用されている。 

2015年のNOAA年次温室効果ガス指標（AGGI）[8]は1.37

で、長寿命温室効果ガスによる放射強制力（1750年を基準）

の合計は、1990年以降2015年までに37%、2014年からは1.3%

（6 頁へ続く） 

図3 二酸化炭素の1984年から2015年まで

の（a）世界平均濃度と（b）その一年あ

たりの増加量。（b）の背景の棒グラフは

前年からの濃度差。 

図4 メタンの1984年から2015年までの（a）

世界平均濃度と（b）その一年あたり

の増加量。（b）の背景の棒グラフは

前年からの濃度差。 

図5 一酸化二窒素の1984年から2015年ま

での（a）世界平均濃度と（b）その一年あ

たりの増加量。（b）の背景の棒グラフは

前年からの濃度差。 
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2015年 12月に国連気候変動枠組条約（UNFCCC）はパリ協

定を採択し、自国が決定した貢献（NDCs）という考えを成文化

した。NDCs は国家、地理的な地域及び経済能力により変わ

る。適用される戦略や対策に関係なく、長期的な政策とその管

理を効果的に実施するためには、温室効果ガス（GHG）の排出

量とその長期変化傾向に関する一貫して信頼できる適時の情

報が必要である。 

 

2010 年に、大気、炭素循環及び気候変動の科学コミュニテ

ィにおいて、「GHG国家インベントリに関する IPCCタスクフォー

ス（IPCC TFI）」の 2006 年版指針[19]に記述されている統計的

手法に沿って作成された GHG排出インベントリの精度を、それ

とは独立して評価するための大気中のGHG濃度測定とモデル

解析の可能性についての研究［16, 17, 18］が行われた。これら

の報告では、このアプローチの完全な実現のためには、研究

への追加投資、十分に較正された大気中 GHG の測定の高密

度化、大気輸送モデリングとデータ同化の能力向上が必要で

あると結論された。 

 

WMOは、2010年以降の研究、測定及びモデリングに関する

進展を認め、「統合全球温室効果ガス情報システム（IG3IS）」の

構築に着手した［20］。WMO GAW は大気測定の標準を提供

し、IG3IS は、排出削減の政策及び対策のより良い情報提供と

遂行のため、大気中 GHG 濃度測定結果のモデルを使った逆

解析結果（トップダウン）が、時空間的に明示された社会経済

的な排出インベントリデータ（ボトムアップ）との結合を可能とす

るための、方法論的標準の確立、普及および長期にわたる改

善を行う。 

 

IG3IS は、国連環境計画（ United Nations Environment 

Programme）、国際度量衡局（International Bureau of Weights 

and Measures）、地球観測に関する政府間会合（Group on 

Earth Observations）など多くのWMOの連携機関との国際的な

調整メカニズムの役目を果たす。IG3IS 計画の成功のために

は、IG3IS の情報の顧客やエンドユーザーのニーズを理解する

ために彼らと繋がる努力をして、彼らの信頼を獲得し、効果的

な排出削減活動の目標とともに彼らが受け取る情報の価値を

示す必要がある。長期にわたり、IG3IS の枠組みは先進的な技

術力（例えば、新しい衛星観測及びセンサー）を促進し、それら

を受け入れて、情報の品質や信頼性を継続的に改善できなけ

ればならない。 

 

IG3IS の実施は、現在、構想文書[20]で定義した原理と 3 つ

の対象分野に従い進みつつある。（１）UNFCCC に報告する国

家排出インベントリの不確実性の低減、（２）今まで知られてい

ない排出削減機会の場所の特定、定量化及び排出者への通

知、（３）排出削減目標の進展を支援するため、国家及び国以

外の主体の排出に関する量・傾向・要因に関する適時かつ定

量的な情報の提供。IG3ISの実施は、対象分野ごとに次の 2通

りの活動に沿って進んでいる。（１）選択された手法の能力を高

め、情報の価値について関係者と信頼を構築する短期パイロ

ットプロジェクトの開始、及び（２）国家、州、都市及び私企業を

これらの情報システムの実施に導く対象分野ごとの体系的な

計画の準備。対象分野ごとの成功事例の増加が IG3IS 実施の

基盤となる。次の例が IG3IS の価値を実証している。 

 

スイス及び隣国のメタン排出量の空間分布を推定するた

め、スイス高原の 4 地点と他の 2 地点の観測所におけるメタン

の連続測定値が、大気輸送シミュレーションと逆解析モデリン

グのフレームワークと結びつけられた［21］。スイスにおける

2013年 3月から 2014年 2月までの逆解析によるメタン放出量

合計の推定値は 196±18 Gg/year（6）だった。この値は、2015

年にスイスから UNFCCCに報告された 2012 年から 2013 年に

かけての国別排出量合計 206±33 Gg/year とほぼ一致してい

る。ボトムアップとトップダウンの手法を組合せることにより、報

告された排出量合計の推定値が概ね正しいことが確認され、

報告値の不確実性は 16%から 9%に縮小した。 

 

逆解析システムは、カテゴリー別の放出量を最適化するの

ではなく、放出量合計の空間分布を推定する。しかし、逆解析

により推定された放出量の空間分布の情報から、ある領域で

卓越している放出源カテゴリーに関する定性的な知見を得るこ

とができる。明瞭な空間パターンはスイス北東部における逆解

析後の推定放出量の増加を示唆している（5 ページの上図を

参照）。この増加をもたらす原因の候補として、この地域とその

他の地域の畜産形態の違い、すなわち家畜一頭当たりの放出

量の違いが可能性として考えられる。他の人為起源や自然の

放出源は、この地域からの予想以上の放出量に寄与するかも

しれない。この放出源を検証し特定するために、さらに観測が

必要である。スイスと英国の両国は、UNFCCC への国別報告

の一部としてトップダウンの情報を含めている［22］。 

 

全球の大気中メタン濃度は増え続けているが、自然及び人

為起源の放出源の両方に対する全球の増加率の変動とその

原因については十分理解されていない。過去の研究では、石

油・天然ガスの供給プロセスからのメタン排出量の様々な推定

値が報告されており、この産業全体からの温室効果ガス排出

量について対立する主張が生まれた。広範囲の大気採取に基

統合全球温室効果ガス情報システム（IG3IS） 

4 
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吸収・放出量の 30 日間の合計推定値を 6 時間毎の 4 つの時間帯で示した。人為起源の排出（赤）、生物起源の吸収・放出量（緑）、合計値

（青）。白抜きが逆解析前の推定値、塗りつぶしが逆解析後の推定値を示す。午前及び午後の時間帯における不確実性の縮小が明らかであ

る。（［26］から抜粋） 

5 

 

づいたトップダウンの推定値は、排出源ベースの排出量インベ

ントリに基づいたボトムアップの推定値より大きいことが多い。

環境保護基金（Environmental Defense Fund）と米国海洋大気

庁（NOAA）が主導した取り組み［23］では、米国のある主要な

天然ガス生産地域において繰り返し行った測定とデータ統合

技術を用いたトップダウンとボトムアップのメタン推定排出量が

一致している。この手法の成功に基づき、IG3IS は、石油・天然

ガスの供給プロセスからのメタン排出源を明らかにする際に、

高い信頼性と精度を世界中に広めることが可能な原型を作成

して、標準的な手法を改良していくことを意図している。大量排

出域の細部を特定し定量化することができれば、廃棄物処理

や農業からのメタン排出と同様に、石油・天然ガスシステム事

業者にとって新たな緩和の機会の指針となるであろう。 

 

パリ協定のリマ・パリ行動アジェンダは、化石燃料による二

酸化炭素（CO2）排出量の 70%以上を占める都市（広域の都市

域排出源）等、国以外の主体の役割を規定した。いくつかの研

究において、大気観測ネットワークと高解像度の逆解析モデル

を使った解析により、都市における GHG の排出量とトレンドの

定量化の改善の可能性が示された［24, 25］。化石燃料起源の

CO2（FFCO2)の場合、大気の逆解析の要件はより厳しい。しか

し、十分に高密度で適切に配置された観測ネットワークと排出

源に関する空間的に明確な先験情報を組み合わせたモデル

による逆解析により、都市域での FFCO2 排出量のより良い定

量化ができる証拠がある[26]（本ページの下図を参照）。都市

からの FFCO2 排出量合計のトレンドは有用だが、都市計画立

案者及び管理者にとって排出削減機会を得るための分野ごと

の情報が必要となる。観測システムのシミュレーション実験を

利用した最近の研究では、低コストかつ中程度の精密測定を

行うより高密度な観測ネットワーク（パリで 30～70 地点）が、都

市域の排出量に関する分野ごとの空間的に明瞭な情報を作

成できることを示した[27]。都市域の広範な排出源と自然の陸

域からの放出量について不十分なボトムアップの統計情報し

か持たないであろう新興国では、上述のような、大気の逆解析

手法が特に有用な情報源となることが判る。 

(a)はスイスの逆解析を行う前の排出量インベントリ

の空間分布を示す。(b)は逆解析を行った後の放出

量を示す。(c)と(d)は絶対的及び相対的な差（逆解析

後－逆解析前）を示す。観測地点（X 印）に近い場所

では高解像度となり、離れた場所では粗い解像度と

なる変則的な逆解析格子を使用した。（［21］から抜

粋） 
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る。一酸化二窒素は、自然起源（約60%）と人間活動（約40%）

の両方から放出され、それらは海洋、土壌、バイオマスの燃

焼、施肥及び各種工業過程などを含んでいる。一酸化二窒素

の2015年の世界平均濃度（モル分率）は328.0±0.1ppbであ

り、前年から1.0ppb増加して（図5）、工業化以前（270ppb）の

121%となった。2014年から2015年までの増加量は、最近10年

間の平均年増加量（0.89ppb/年）よりも大きい。この濃度増加

は、農業における肥料の使用の増加と、大気汚染物質由来

の大気中窒素が過剰に沈着することにより、土壌からの一酸

化二窒素放出が増加したことが原因である可能性が高い。 

 

他の温室効果ガス 

六フッ化硫黄（SF6）は、強力な長寿命の温室効果ガスであ

り、化学工業生産されて主に配電器具の電気絶縁体として使

われている。現在の大気中の濃度は1990年代半ばに比べて

倍増した（図6（a））。オゾン層破壊物質であるクロロフルオロカ

ーボン（CFC）類は、他のハロゲン化物と合わせた合計で、長

寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体の約12%（5）を占め

る。大気中のCFC類とほとんどのハロン類は減少している一方

増加した（図1）。2015年の全ての長寿命温室効果ガスによる

放射強制力の合計は、二酸化炭素等価換算濃度（モル分率）

で485 ppmに相当する[9]。 

 

二酸化炭素（CO2） 

二酸化炭素は、大気中で人間活動から排出される温室効

果ガスの中で最も影響が大きく、長寿命の温室効果ガスによ

る放射強制力全体の約65%（5）を占めている。また最近10年間

の放射強制力の増加のうちの約81%、最近5年間で見ると約

82%が二酸化炭素によるものである。工業化以前の大気中の

二酸化炭素濃度は、大気、海洋及び陸上生物圏の間の炭素

交換のバランスを反映して約278 ppmであった。大気中の二

酸化炭素濃度は、2015年に工業化以前の144%に達した。こ

れは、主として化石燃料の燃焼とセメント生産（2014年の両者

の二酸化炭素排出量合計は炭素換算で98±5億トン）及び森

林伐採とその他の土地利用変化（2005年から2014年までの

平均で9±5億トン[7]）からの放出による結果である。2005年

から2014年までの大気中の二酸化炭素の平均増加量は、人

間活動によって放出された二酸化炭素量のうち約44%に相当

し、残りの約56%は海洋や陸上生物圏によって除去された。化

石燃料の燃焼により放出され大気中に残留する二酸化炭素

の比率（大気残留比）は、二酸化炭素吸収源の大きな自然変

動によって年々変動し、世界全体での変化傾向は確認されて

いない。 

二酸化炭素の2015年の世界平均濃度は400.0±0.1ppmで

ある（図3）。2014年から2015年までの年平均値の増加量は

2.3ppmであり、これは2013年から2014年までの増加量や、最

近10年の平均年増加量（約2.08 ppm/年）よりも大きい。2015

年の増加量がそれ以前に比べて大きくなったのは、直近のエ

ルニーニョ現象に関連した二酸化炭素の自然放出が大きか

ったためである。 

 

メタン（CH4） 

メタンによる放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全体の

約17%（5）を占める。大気中に放出されるメタンの約40%は自然

起源（湿地やシロアリなど）であり、人為起源（反芻動物、稲

作、化石燃料採掘、埋め立て、バイオマス燃焼など）によるも

のは約60%である。人為的な排出が増加した結果、大気中の

メタンの濃度は工業化以前の約722ppbの256%に達した。2015

年の現場観測による世界平均濃度は、解析開始以来の最高

値を更新する1845±2ppb であり、前年から11ppb増加した

（図4）。年増加量は、1980年代はじめの約13ppb/年から減少

し、1999年から2006年の間はほぼゼロだった。2007年以降は

再び大気中のメタン濃度が増加している。GAWのメタン観測

結果を用いた研究によれば、熱帯の湿地と北半球中緯度で

の人為排出源からのメタンの放出増加がその原因である可

能性が高い。 

 

一酸化二窒素（N2O） 

一酸化二窒素の放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全

体の約6%（5）を占め、それらのうちで3番目に大きな寄与があ
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図6 六フッ化硫黄を含むハロゲン化合物類の月平均濃度 

（a）六フッ化硫黄及び低濃度のハロカーボン類、（b）高濃

度のハロカーボン類 

全球解析に使用した地点数は次のとおり。SF6（24）、

CFC-11（23）、CFC-12（24）、CFC-113（23）、CCl4（21）、

CH3CCl3 （ 24 ） 、HCFC-141b （ 10 ） 、HCFC-142b （ 14 ）、

HCFC-22（14）、HFC-134a（10）、HFC-152a（9）。 
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で、同じく強力な温室効果ガスであるハイドロクロロフルオロカ

ーボン（HCFC）類やハイドロフルオロカーボン（HFC）類のいく

つかは、今のところ量は少ないものの（ppt（7）の水準）、比較的

急速に増加している。 

この年報は主に長寿命温室効果ガスを取り扱う。対流圏の

オゾン（O3）はこれらに比べて短寿命だが、ハロカーボン類に

匹敵する放射強制力を持つ。その他多くの汚染物質（一酸化

炭素（CO）、窒素酸化物、揮発性有機化合物など）は、温室効

果ガスとは呼ばれないが、放射強制力に直接的あるいは間接

的な影響をわずかに及ぼす。エーロゾル（粒子状浮遊物質）

も、放射収支に影響する短寿命の物質である。このようなガス

及びエーロゾルも、WMO加盟の各国や協力する観測網から支

援を受けて、GAW計画に基づいて監視されている。 

 

謝辞とリンク 

WMO加盟の51カ国が GAW WDCGG に二酸化炭素及び他

の温室効果ガスの観測データを提供している。GAWに提供さ

れている観測データの約46%がNOAA地球システム研究所

（ESRL）と協力する観測ネットワークで得られたものである。そ

の他のネットワークや観測所は、 GAWレポート No.206

（http://www.wmo.int/gaw から入手可）[28]を参照されたい。

Advanced Global Atmospheric Gases Experiment （AGAGE）も

本年報に観測データを提供している。さらに、本年報に用いた

データを提供したGAW 観測所は、図 2に示すとともに、

WDCGGウェブサイト（http://ds.data.jma.go.jp/gmd/wdcgg/jp/）

の一覧表に掲げる。また、スイス気象局によって運営される

GAW観測所情報システム（https://gawsis.meteoswiss.ch）にも

掲載されている。 
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 今回紹介する温室効果ガス観測所 

 

今回紹介する温室効果ガス観測所 

ケープグリム・ベースライン大気汚染観測所（40.68S, 

144.69E, 海抜94m）は、十分な機能を果たしているWMO 

GAW 全球観測所である。この観測所はオーストラリア・タス

マニア島の北西端の海岸沿いの崖の上にある。南西からの

卓越風が南極海の上を横断してくるため、長期間にわたり

陸や人為的排出源の影響をほとんど又は全く受けることが

なく、南半球中緯度におけるベースライン観測にとって絶好

の場所となっている。また、北風（メルボルン市上空を経由）

や南東風（農業地域を経由）の周辺環境の影響を一時的に

受けた空気をサンプリングすることもある。この観測所はオ

ーストラリア気象局（BoM）によって運営され、BoMとオースト

ラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO）が共同で運営する科

学プログラムに従う。協力機関にはオーストラリア原子力科

学技術機構とウーロンゴン大学のほか、いくつかの国際組

織や観測計画も含まれる。科学プログラムには、微粒子及

び多相大気化学、スペクトル分光と放射、オゾン・反応性ガ

ス、二酸化炭素とその安定同位体、CO2以外の温室効果ガ

ス、空気アーカイブ、ラドンも含まれる。この観測所は1976年

に開設され、2016年には40年にわたる観測とその科学的な

功績が祝われる。 

（1） ppmは乾燥した空気分子100万個中の当該ガスの分子数 
（2） 炭素換算で10億トン（1015 g）は1 PgC（ペタグラムカーボン）とも表記され

る。 
（3） モル分率で表した濃度：モル分率は混合ガスまたは流体の濃度を表すの

に用いられる。大気化学分野では濃度を乾燥空気分子に対する着目する

成分の分子の存在比率（モル数の比）で表す。 
（4） ppbは乾燥した空気分子10億個中の当該ガスの分子数 
（5） ここでいう比率は、1750年以来の全ての長寿命の温室効果ガスによる世

界全体の放射強制力の増加量に対して、それぞれのガスが寄与する相対
的な割合のこと。 

（6） Ggはギガグラム（109グラム） 
（7） pptは乾燥した空気分子1兆個中の当該ガスの分子数 

 
（訳注1） 本年報では、顕著なエルニーニョ現象に着目しているため、2014年から

2016年のエルニーニョ現象については、現象が顕著となった2015年に発
生したものとして記述されている。 

コシェティツェ観測所（49.58N, 15.08E, 海抜534m）はチェ

コ水文気象研究所によって運営されている。この観測所はボ

ヘミア・モラヴィア高地にある人口密度の低い田園地域にあ

る。この観測所は1988年に、チェコの地域レベルでの環境質

の監視と研究に特化した観測所として設立された。大気質

（窒素酸化物、オゾン、二酸化硫黄、メタン、一酸化炭素、揮

発性有機化合物（VOCs）、多環芳香族炭化水素（PAHs）、降

水化学）、一部のエーロゾルや気象要素の観測を重点的に

行っている。1996年からはガスクロマトグラフを用いてメタン

の連続観測を実施している。この観測所は現在、欧州の統合

炭素観測システム（ICOS）の観測ネットワークに参加してい

て、最新の装置で二酸化炭素とメタンを測定している。 

 

（付録）年報中の主な用語 

放射強制力：地球・大気システムに出入りするエネルギーのバランスを変化さ
せる影響力の尺度で、気候を変化させる能力の大きさを示す。1 平方
メートルあたりのワット数（W/m2）で表す。 

排出インベントリ：大気中に排出される人為起源および自然起源の大気微量
成分の量を推計しデータベース化したもの。 
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 この WMO 温室効果ガス年報第 12 号（気象庁訳）は、WMO
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